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 第 21 回  熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録 

 

平成27年３月６日（金曜日） 

            午前10時０分開議 

            午前11時55分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 (1)産業廃棄物処理施設の公共関与推進に関

する件について 

 (2)有明海・八代海の環境の保全、改善及び  

水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について 

 (3)地球温暖化対策に関する件について 

 (4)付託調査事件の調査の終了について  

――――――――――――――― 

出席委員（14人） 

        委 員 長 森   浩 二 

        副委員長 内 野 幸 喜 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 山 口 ゆたか 

        委  員 緒 方 勇 二 

        委  員 橋 口 海 平 

欠席委員（１人） 

        委  員 早 川 英 明 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

  環境生活部       

         部 長  谷 﨑 淳 一 

                環境局長  村 山 栄 一 

政策調整審議員兼 

環境政策課課長補佐 江 藤 公 俊 

     環境立県推進課長 佐 藤 美智子 

            環境保全課長  川 越 吉 廣 

          自然保護課長 三 原 義 之 

      首席審議員兼 

廃棄物対策課長  坂 本 孝 広 

  企画振興部 

審議員兼 

交通政策課課長補佐 財 津 和 宏 

商工観光労働部 

     新産業振興局長  奥 薗 惣 幸 

産業支援課長 古 森 美津代 

エネルギー政策課長 村 井 浩 一 

  農林水産部 

            生産局長  山 中 典 和 

                水産局長  平 岡 政 宏 

政策調整審議員兼 

農林水産政策課課長補佐 宮 本   正 

      農業技術課長  園 田   誠 

        園芸課長 古 場 潤 一 

          畜産課長  矢 野 利 彦 

       農地整備課長  池 田 雄 一 

      首席審議員兼 

      森林整備課長 長﨑屋 圭 太 

      林業振興課長 江 上 憲 二 

      森林保全課長 塩 木 康 博 

         水産振興課長 平 山   泉 

漁港漁場整備課長 原 田 高 臣 

  水産研究センター所長  鎌 賀 泰 文 

  土木部 

総括審議員兼 

      河川港湾局長  渡  邊   茂 

    土木技術管理課長  古 澤 章 吾 

         審議員兼 

      道路整備課課長補佐  植 野 幹 博 
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        審議員兼 

      都市計画課課長補佐  竹 田 尚 史 

審議員兼 

  都市計画課景観公園室長 緒 方   誠 

           下水環境課長  宮 本 秀 一 

河川課長  持 田   浩 

        港湾課長  平 山 高 志 

        建築課長 田 邉   肇 

     審議員兼建築課 

建築物安全推進室長 上 妻 清 人 

教育委員会事務局 

      義務教育課長 浦 川 健一郎 

 企業局 

    次長兼総務経営課長  五 嶋 道 也 

   審議員兼総務経営課 

    荒瀬ダム撤去室長 堀 内 眞 二 

        工務課長  福 原 俊 明 

  警察本部 

           交通部参事官  髙 山 広 行 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課主幹   福 田 聖 哉 

   議事課主幹     甲 斐   博 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○森浩二委員長 ただいまから、第21回環境

対策特別委員会を開催します。 

 お手元に配付の委員会次第に従い、付託調

査事件を審議させていただきますので、よろ

しくお願いします。 

 議題１、産業廃棄物処理施設の公共関与推

進に関する件、２、有明海・八代海の環境の

保全、改善及び水産資源の回復等による漁業

の振興に関する件及び３、地球温暖化対策に

関する件について、一括して執行部から説明

を受け、その後、質疑は議題ごとに行いたい

と思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては簡

潔にお願いします。また、説明者は着座にて

説明をお願いします。 

 それでは、産業廃棄物処理施設の公共関与

推進に関する件について、公共関与による産

業廃棄物最終処分場の整備について説明をお

願いします。 

 

○坂本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 お手元説明資料の２ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 公共関与による産業廃棄物最終処分場の整

備についてでございます。 

 最近の取り組み状況について簡単に御説明

をさせていただきます。 

 工事に関しまして、現在、雨水集排水施設

や遮水工、管理棟、浸出水処理施設等の工事

を実施しております。２月末現在で、進捗率

が64.6％ということで、計画とほぼ相違なく

順調に推移しているところでございます。 

 ２番目でございますが、安定的な経営基盤

の構築及び適切な運営への取り組みでござい

ます。 

 これにつきましては、年内の開業を視野に

入れつつ、経営計画や業務マニュアル等の策

定など適切な運営ができるように、関係団体

等と協議を進めております。 

 県としても、一緒に協議に加わって、適切

な形で助言をするような形を務めさせていた

だいております。 

 ３番目の地域振興関係でございます。 

 ２点目の環境教育拠点に関する取り組みの

１点目でございます。 

 環境問題を体系的に学習できるということ

で、県北の環境教育の拠点という位置づけを

エコアはとっておりますので、その関係で、

環境立県推進課が実施します環境教育を行う

人材の育成及び環境プログラムと連携いたし

まして、拠点としてやっていきたい、来年度

予算におきまして、県のほうから、教育の拠

点としてなるように、説明要員を２名雇用で
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きるような形で委託をしたいというふうに考

えております。 

 もう一点が、そこで活用いたします環境教

育のプログラムの作成を、これは廃棄物対策

課を中心として、エコアくまもとと一緒にな

って、プログラムの作成検討を進めてまいり

たいというふうに考えております。 

 それと、２ポツ目でございますけれども、

１月31日に「自然共生社会について考える」

ということをテーマといたしまして、セミナ

ーを開催しております。これは、ラムサール

条約に登録されました荒尾の干潟等を見学し

て、あわせてエコアくまもと建設現場見学会

等を実施して、約40名の方々に御参加をいた

だいております。 

 来年度取り組む事業といたしましては、工

事関係費が、公共関与推進事業としまして16

億9,000万円を助成及び貸し付けという形を

考えております。 

 ２点目の地域振興関係でございますけれど

も、まず１点目の産業廃棄物処理施設モデル

として、南関町に5,000万円の交付金をと考

えております。 

 ２点目、エコアくまもとの環境教育の推進

事業でございますけれども、先ほど御説明い

たしましたように、県北の環境教育拠点とし

たエコアくまもとに環境学習の実施及び実施

体制の整備ということで、県のほうから委託

を事業団のほうにやりたいというふうに考え

ております。それとあわせまして、教育環境

プログラムの作成及び教材等をつくってまい

りたいというふうに考えております。 

 ３点目の公共関与産業廃棄物最終処分場ア

クセス道路整備事業の受託事業でございます

けれども、これは、南関町が整備いたします

町道米田鬼王線の部分のうち、今回最終処分

場までのアクセス道路となります部分につい

て整備をやりたいというふうに考えておりま

す。 

 あわせまして、４番目でございますが、県

道大牟田植木線の歩道整備事業といたしまし

て、随時歩道整備等を実施してまいりたいと

いうふうに考えております。 

 ４ページをお開きいただきたいと思いま

す。 

 今の施工状況で、全景を見た状況でござい

ます。 

 覆蓋施設は、このように全部かぶっており

ますが、覆蓋施設の右側のところに青いブル

ーシートがあります。そのブルーシートの横

が浸出水の処理施設でございます。それの右

側上、上部になりますけれども、小さな四角

になっておりますが、これが管理棟部分にな

ります。そういう形で、かなりはっきりとし

た形で全景がわかるようになってきていると

いうような状況で、今後詳細な工事等に着手

してまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○森浩二委員長 次に、有明海・八代海の環

境の保全、改善及び水産資源の回復等による

漁業の振興に関する件について、有明海・八

代海の再生に係る提言への対応について説明

をお願いします。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料６ページから７ページにかけてお

願いします。 

 平成16年２月の有明海・八代海再生特別委

員会からの提言及び施策を一覧表にまとめて

おりますが、本日は、全36施策のうち、黒丸

をつけております７施策について、本年度の

取り組み状況及び平成27年度の取り組み予定

について、関係課から順に御説明させていた

だきますので、よろしくお願いいたします。 

 

○宮本下水環境課長 下水環境課でございま
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す。 

 資料の８ページをお開き願います。 

 海域環境への負荷の削減の御提案に対する

生活排水処理施設の整備促進と適切な維持管

理の取り組みについて御説明いたします。 

 まず、１、施策の概要等の①取り組みの概

要ですが、平成32年度末での汚水処理人口普

及率を90％までに高めることを目標に、地域

特性に適した生活排水処理施設の整備を促進

し、あわせて整備した施設が十分に汚濁負荷

削減の機能を発揮できるように、下水道など

への早期接続や浄化槽の適正管理の実施を推

進していくこととしております。 

 次に、２の平成26年度の取り組み実績です

が、平成25年度末の汚水処理人口普及率は8

3.7％で、平成24年度末と比較しまして1.5％

上昇しました。 

 流域下水道事業では、熊本北部及び球磨川

上流流域下水道で、高度処理化や耐震対策、

改築更新を実施しております。浄化槽整備事

業では、新設しました個人設置型の補助事業

について、８市町村において実施しておりま

す。 

 また、県有施設において、合併浄化槽へ転

換する生活排水処理施設整備事業では、37施

設に38基の整備を実施しております。これに

よりまして、転換が必要な県有施設の合併浄

化槽整備は完了となります。 

 普及啓発活動としまして、県民の皆様に下

水道などへの接続や浄化槽の適正管理の推進

などについて御理解と御協力をいただくた

め、熊本市など県内６カ所で開催されたイベ

ントに参加し、直接ＰＲ活動を行いました。 

 下水道などへの接続率が低い市町村が行い

ます助成事業への支援については、昨年度か

ら取り組んでいます７市町村に加え、本年度

２つの自治体が取り組んでおります。 

 次に、３の平成27年度の取り組み予定でご

ざいますが、県と市町村が実施します事業費

は、おおむね200億円程度となる見込みで

す。 

 流域下水道では、本年度に引き続き、熊本

北部及び球磨川上流流域下水道で、安定した

処理機能を維持するために必要な改築更新、

耐震対策、高度処理化などを進めます。 

 浄化槽整備事業では、平成26年度に一般事

業化しました市町村設置型浄化槽の整備促進

と単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転

換促進に対する助成につきまして、引き続き

支援の重点化を図ります。 

 普及啓発活動についても、継続して積極的

に進めるとともに、平成25年度から実施して

います接続率向上に向けた生活排水適正処理

重点推進事業を引き続き促進し、支援を行っ

てまいります。 

 さらに、人口減少や老朽化施設の改築更新

などの現状を踏まえ、未普及地域の早期整備

や運営管理を基本方針とした新たな生活排水

処理構想を策定することとしております。 

 下水環境課は以上でございます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料の９ページをお願いします。 

 普及啓発活動の展開についてでございま

す。 

 ９月の委員会での報告以降変更のあった部

分を中心に御説明させていただきます。 

 中ほどの欄、２の平成26年度の取り組み実

績でございますが、(1)の川や海の県下一斉

清掃活動については、上天草市をメーン会場

として行ったくまもと・みんなの川と海づく

りデーのほか、７月から11月にかけて多くの

市町村で行われ、約３万5,000人の参加とな

りました。 

 (2)のくまもと環境フェアでは、来場者約

7,000人に対し、有明海・八代海の環境保全

に関する意識醸成のため、パネル展示や出前

講座の実演を行いました。 

 (3)の小中学生を対象とした有明海・八代
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海再生のための出前講座では、２月末までに

52校、2,164人が受講をされております。 

 また、(4)のみんなの川の環境調査は、10

月末までに1,226人が参加、(5)の自然環境講

座は、１月末まで４日間で延べ155人が受講

されております。 

 次に、３の平成27年度の取り組み予定です

が、このうち(2)は新規事業でございます。 

 ことしの10月に八代市で開催される第８回

全国アマモサミットにあわせて、有明海・八

代海の現状や保全に向けた活動等を広く周知

するため、再生推進フォーラムを開催するも

のです。 

 そのほかの継続事業も含めまして、県民の

皆様に川や海の環境の大切さについて理解を

深めていただき、自主的な取り組みを促進し

てまいりたいと考えております。 

 説明は以上でございます。 

 

○矢野畜産課長 畜産課でございます。 

 資料の14ページをお願いいたします。 

 ③の農業・畜産対策のうち、耕畜連携によ

る堆肥の広域流通について御説明をいたしま

す。 

 ①の提言の実現に向けた取り組み概要でご

ざいますが、畜産経営から発生する排せつ物

から良質な堆肥を生産するとともに、稲わら

や飼料用稲などと堆肥との交換によります耕

畜連携の推進や堆肥散布組織の整備を進める

ことといたしております。 

 ２の平成26年度の取り組みでございます

が、農業団体等と一体で耕畜連携推進協議会

を組織し、耕畜連携の推進を図っておりま

す。また、堆肥共励会などを開催し、良質な

堆肥製造技術の向上を図りました。農機具展

などにおいて、良質堆肥の情報を耕種農家に

提供いたしております。また、国、県の事業

などを活用いたしまして、堆肥保管施設等を

12カ所整備いたしております。 

 ３の27年度の取り組み予定でございます

が、良質堆肥の生産を推進するとともに、耕

種農家と畜産農家の連携によります堆肥の有

効活用推進を継続して進めてまいります。 

 また、今年度新規事業といたしまして、下

の(6)と(7)の２つでございますが、耕種地帯

と畜産地帯の堆肥の広域流通をより一層進め

るために、堆肥需給のマッチング活動を支援

しますとともに、耕種農家が利用しやすいよ

うに耕種地帯に堆肥の保管庫の整備を進める

ことといたしております。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 海域環境への負荷の削減、④養殖場対策、

施策としましては、複合養殖技術の開発でご

ざいます。 

 ２番の平成26年度の取り組みをごらんくだ

さい。 

 (1)、これはヒトエグサについてでござい

ますが、昨年９月から11月にかけて、人工採

苗をした網を用いて、現在４漁協、７地区で

試験養殖を実施しておりまして、収穫が始ま

ったところでございます。 

 (2)のアサリの垂下養殖試験は、昨年11月

から実施しまして、ケアシェルやアンスラサ

イト等、基質の有効性や収容する際の適正な

容器や密度等について一定の成果が得られて

おります。今年度で養殖試験は終了いたしま

す。 

 ３番目の平成27年度の取り組み予定をごら

んください。 

 まず、ヒトエグサについてでございます

が、安定した人工採苗技術の確立を図るとと

もに、漁業者と共同して試験養殖を行い、優

良品種の作出を目指します。 

 ２番目のアサリ養殖についてでございます

が、26年度で試験は終了しますが、各県で行

っている試験の結果など情報収集を行いなが
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ら、採算性についての検討を行っていく予定

でございます。 

 水産研究センターは以上でございます。 

 

○原田漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 資料飛びまして、20ページをお願いいたし

ます。 

 提言項目干潟等の漁場環境改善のための事

業の充実の覆砂にかわる漁場環境改善策の検

討について御説明します。 

 施策の概要は、平成21年度に宇土市網田地

先で事業化した砕石覆砂漁場の効果調査及び

平成25年度から熊本市川口地先で実施してい

る覆砂材の違いによるアサリ増殖効果の評価

並びに畝型耕うん等覆砂にかわるアサリ漁場

の造成試験を行うものです。 

 ２の平成26年度の取り組み実績についてで

すが、まず、取り組み概要（１）の砕石覆砂

漁場につきましては、９月に効果調査を実施

いたしました。 

 取り組み概要の(2)(3)については、効果調

査の委託業務を７月に発注し、アサリ稚貝の

着底状況や造成漁場の形状変化に係る調査を

４回実施しております。また、それぞれの試

験区において、耕運機による耕うんを行った

場合やアサリ食害対策の保護網を設置した場

合の効果を調査するための施行業務の委託を

行いました。 

 アサリの生息状況については、これまで６

回分の調査結果が得られておりますが、昨年

５月の調査では、殻長４～10ミリの稚貝が全

ての調査地点で確認され、その後の10月の調

査では、数は減少したものの、殻長18～26ミ

リ程度に成長しておりました。この調査は、

平成27年度まで続けていくこととしておりま

す。 

 ３の平成27年度の取り組み予定ですが、砕

石覆砂漁場につきましては、引き続き効果調

査を実施していきます。 

 取り組み概要の(2)(3)については、アサリ

の生息状況や施設の耐用状況の調査を行うと

ともに、先ほど申しました漁場耕うんや保護

網設置の効果についても調査を実施します。

あわせて、畝型耕うんを実施することによ

り、漁場改善効果が期待できるような適地の

探索を行います。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○平山水産振興課長 資料の37ページをお願

いいたします。 

 提言項目水産資源の回復等による漁業の振

興のうち、持続的養殖漁業の推進についてで

ございます。海域特性等に対応した適切なノ

リ養殖管理の推進という施策でございます。 

 ２の平成26年度の取り組み実績をごらんく

ださい。 

 現在の海域環境、高水温下にあるという海

域環境に適応したノリ養殖を推進するため、

関係機関と協力して、海況情報の提供や過去

からのデータに基づきます養殖管理の指導に

当たってございます。 

 下段の米印に今漁期の状況を記載しており

ます。 

 今漁期の種つけは、10月10日以降で決定さ

れておりましたが、台風の接近により延期さ

れまして、10月15日以降で始められました。

種つけ以後は、生育はおおむね順調に進んだ

ところでございます。 

 入札状況では、直近の入札が２月27日にご

ざいましたので、数字の修正をお願いしたい

と思います。生産枚数で8.8億枚、前年同期

比で97％、生産額で97億円、前年同期比119

％となっております。 

 海域では、現在、珪藻プランクトンの増殖

や病害の拡大によりまして、沖合の浮き流し

漁場では、撤去が進んで終了が近くなってお

ります。干潟漁場のほうでは、一部生産も継

続されているところでございます。あと３回

程度の入札が予定されておりますので、もう
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少し数字の上積みが期待できるところでござ

います。 

 ３の27年度の取り組み予定ですが、来年度

も、引き続き、現在の海域環境に適した養殖

管理が推進されるように、業界と一緒に指導

をしてまいります。あわせまして、現在のノ

リ養殖業の高コスト化に対応するために、コ

スト削減のための協業化についても計画書の

作成などを進めてまいります。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 39ページをお願いいたします。 

 調査研究体制の充実という提言項目で、国

等との共同研究等の推進という施策でござい

ます。 

 ２の平成26年度の取り組み実績のところを

ごらんください。 

 (1)のほうですが、赤潮の原因となります

シャットネラやコクロディニウム等の調査、

また、貧酸素水塊の一斉観測など、大学、国

の研究機関である独立行政法人、関係県、漁

協等と連携して実施しまして情報交換を行

い、結果について検討を行っているところで

ございます。 

 (2)のほうですが、九州大学等との共同

で、資源管理のためのタチウオの生態解明

や、ノリの色落ち被害をもたらします有害珪

藻プランクトンについて調査研究を進めてい

るところでございます。 

 ３の平成27年度の取り組み予定でございま

すが、赤潮等につきましては、これまで同様

関係機関と連携して、赤潮被害の防止、軽減

に向けた調査に取り組むこととしておりま

す。 

 (2)の大学等との共同調査、研究について

でございますが、さらに研究の充実強化を進

めることといたしております。 

 具体的には、八代海のタチウオの移動回遊

等の生態、漁業実態の把握をすることと、珪

藻プランクトンにつきましては、季節による

変遷やアサリ餌料としての利用について詳細

なデータを蓄積していく予定でございます。 

 以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、有明海・八代海再生

に向けた県計画に関する平成27年度事業につ

いて説明をお願いします。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料の43ページをお願いします。 

 有明海・八代海再生に向けた熊本県計画に

関する平成27年度事業についてでございま

す。 

 表に１から９まで県計画に定める事項別に

平成27年度に取り組む事業数及び予算額を記

載しております。括弧書きは複数の事項にま

たがる事業を重複して計上しているもので

す。 

 重複を除きますと、平成27年度は59事業、

事業費総額約211億円となっております。昨

年度予算との比較では、約21億円、率にして

９％の減額となっております。 

 減額の主な理由としましては、平成24年７

月の熊本広域大水害からの復興のために、平

成24年度から行ってきました白川・黒川激甚

災害対策特別緊急事業などの減額によるもの

です。 

 説明資料44ページ以降に個別の事業概要を

添付しておりますが、説明は省略させていた

だきます。 

 平成27年度事業についての説明は以上でご

ざいます。 

 

○森浩二委員長 次に、地球温暖化対策に関

する件について、地球温暖化対策に関する提

言への対応について説明をお願いします。 

 



第21回 熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録（平成27年３月６日) 

 - 8 - 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料の56ページをお願いします。 

 平成21年３月の本特別委員会の提言に対す

る県の取り組み９項目につきまして、本年度

の取り組み状況及び平成27年度の取り組み予

定について、関係課から順に御説明させてい

ただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 引き続きまして、説明資料の57ページをお

願いします。 

 提言項目(1)の事業活動における取り組み

の推進でございますが、２の平成26年度の取

り組み実績をごらんください。前回の報告か

ら変更のありました太字部分を中心に御説明

させていただきます。 

 まず、(ア)の条例の円滑な運用でございま

すが、①の事業活動温暖化対策計画書では、

１月末現在で292事業者から提出がありまし

て、各事業者の温室効果ガス削減のための取

り組みにより、平成25年度排出量は、前年度

比で１事業者当たり平均1.9％の削減となっ

ております。 

 ②のエコ通勤環境配慮計画書では、１月末

時点で66事業者から提出があり、通勤距離５

キロメートル未満のマイカー通勤者の割合

は、ここ数年横ばい傾向にあるものの、多く

の事業所でノーマイカーデーやエコドライブ

等の取り組みが行われていました。 

 ③の建築物環境配慮計画書では、昨年末時

点までに370建築主から提出があり、平成25

年度実績は、環境性能評価が「良い」以上の

建築物の割合は、目標の80％に対して84％で

ございました。 

 説明資料の58ページをお願いいたします。 

 (イ)の事業者への情報提供、支援でござい

ます。 

 (a)の熊本県ストップ温暖化県民総ぐるみ

運動推進会議を、ことしの１月22日に開催し

ました。市町村や環境団体、事業者など、約

150人の参加者に対して、気候変動に関する

政府間パネル、いわゆるＩＰＣＣの報告に基

づく地球温暖化対策の現状に関する講演や活

動推進員による地域事例発表を行うととも

に、くまもとらしいエコライフ宣言の今後の

展開について協議を行い、参加者に参加を呼

びかけました。 

 飛びまして、次に、(d)のくまもとライト

ダウン＋(プラス)の実施については、この冬

も１月20日と２月４日の２回実施をしたとこ

ろ、延べ545施設からの参加があり、約１万

キロワット時の削減効果がありました。ちな

みに、これは平均的な家庭約1,000世帯の１

日分の電力消費量に当たるものです。 

 (e)の再生可能エネルギー等導入推進事業

は、国の交付金を活用して19億円の基金を増

設し、平成24年度から28年度までの５年間

で、県や市町村等の防災拠点や避難施設に太

陽光発電等の再生可能エネルギーや蓄電池等

の導入を行うものですが、今年度は、25市町

村と37施設、県有施設２施設に導入、これま

でに金額ベースでは全体計画の約７割を終え

たところでございます。 

 (f)の中小企業におけるスマートメーター

やＬＥＤ照明などの省エネ設備等の導入支援

につきましては、現在まで約10件の申請が行

われているところでございます。 

 説明資料の59ページをお願いします。 

 ３の平成27年度の取り組み予定でございま

すが、(ア)の計画書制度につきましては、今

後は取り組み結果の公表方法等を工夫するな

ど、事業所の自主的な取り組みがさらに進む

よう運用してまいります。 

 (イ)の事業者への情報提供、支援につきま

しては、(a)のストップ温暖化県民総ぐるみ

運動推進会議を中心に、(b)以下の関連施策

とも連携しながら、効果的に運用してまいり

ます。 

 事業活動における取り組みの推進について

は、説明は以上でございます。 
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○財津交通政策課審議員 交通政策課でござ

います。 

 説明資料の60ページをお願いします。 

 公共交通機関の利用促進に係ります平成26

年度の取り組み実績につきまして、ポイント

を絞って御説明いたします。 

 ３段目の２、平成26年度の取り組み実績の

ところでございます。 

 まず、(1)のノーマイカー通勤運動の強化

等でございます。 

 (エ)電気自動車等の普及促進の(a)でござ

いますが、平成22年度に策定しました熊本県

ＥＶ・ＰＨＶタウン構想に基づきまして、県

内に電気自動車用の急速充電器５基、普通充

電器26基を整備しております。 

 次に、61ページをお願いいたします。 

 (3)乗り継ぎの円滑化の(イ)でございま

す。 

 ＪＲ豊肥本線を活用しました空港ライナー

の試験運行でございます。 

 本年１月までの利用者数は、延べ人数で19

万5,000人を超えております。１日の利用者

数も着実に増加しておるところでございま

す。 

 62ページをお願いいたします。 

 27年度の取り組み予定でございますが、公

共交通利用機関の促進に向けまして、(1)の

ノーマイカー通勤運動の強化、また、(2)の

バス路線再編の協議の支援、そして、(3)の

乗り継ぎ円滑化に引き続き取り組んでまいり

ます。 

 交通政策課は以上でございます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料の63ページをお願いします。 

 提言項目(3)の家庭における取り組みの強

化でございますが、２の平成26年度の取り組

み実績をごらんください。 

 (1)ライフスタイルの転換に向けた啓発に

ついて、(ウ)でございます。 

 くまエコ学習帳の活用を中心に、さまざま

な機会に普及啓発活動を行っているところで

すが、一番下の小中学校向けの出前講座につ

きましては、小中学校合わせて11校、児童生

徒1,112人の受講となりました。 

 今後、教育委員会や活動推進員との連携の

もと、普及啓発の一層の拡大に努めてまいり

ます。 

 説明資料の64ページをお願いします。 

 中ほどの(2)の行動を促す仕組みの構築に

ついて、(ア)の九州版炭素マイレージ制度で

ございますが、これは、節電等の環境保全活

動に参加した人にコンビニなどで利用できる

ポイント券を交付するというもので、九州７

県で一昨年10月から取り組んでいるもので

す。節電活動への申し込み世帯数は、夏季が

822世帯、冬季が750世帯となっております。 

 (ウ)の住宅へのエネファームなどの省エネ

設備等の導入支援につきましては、現在まで

183件の申請が行われ、また、(エ)の県民節

電所サイトを活用した節電キャンペーンに

は、夏と冬で延べ400世帯が参加されまし

た。 

 説明資料の65ページをお願いします。 

 ３の平成27年度の取り組み予定でございま

すが、(1)のライフスタイルの転換に向けた

啓発については、県民総ぐるみ会議と連携

し、県民運動としてさらに広く定着するよう

取り組んでまいります。 

 (2)の行動を促す仕組みの構築について

は、(ア)の九州版炭素マイレージ制度が、県

民の皆様の環境活動への参加につながるよ

う、九州各県とも連携し、広報など適切な運

用に努めてまいります。 

 家庭における取り組みの強化についての説

明は以上でございます。 

 

○長﨑屋森林整備課長 森林整備課でござい
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ます。 

 資料の66ページをお願いいたします。 

 森林吸収源対策につきまして、12月議会の

際の御説明から変更のあったものを中心に御

説明いたします。 

 まず、平成26年度の取り組み実績の(1)森

林所有者の負担軽減でございますけれども、

森林環境保全整備事業等を活用いたしまし

て、間伐などの森林整備を行い、12月末現

在、約4,060ヘクタールの間伐等を実施して

おります。 

 (2)の企業等の森づくりの促進でございま

すけれども、67ページ(イ)五木村の県有林の

間伐により取得したオフセット・クレジット

を平成23年10月から販売しております。 

 平成26年度につきましては、これまで、Ｃ

Ｏ2140トンの販売実績となっております。 

 68ページ、平成27年度の取り組み予定でご

ざいますけれども、まず、(1)森林所有者の

負担軽減につきましては、引き続き、森林整

備に対し、助成を行ってまいります。 

 (2)の企業等の森づくりの促進につきまし

ては、森づくり活動フィールドのあっせんや

助言等を行うとともに、条例に基づく県内企

業による温室効果ガスの排出抑制・吸収に寄

与する取り組みに対して支援します。 

 また、(イ)として、五木村の県有林のクレ

ジット販売につきましても、引き続き推進し

てまいります。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○森浩二委員長 次に、地球温暖化対策に関

する平成27年度事業について説明をお願いし

ます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料の69ページをお願いします。 

 地球温暖化対策に関する平成27年度事業に

ついてでございます。 

 表に(1)から(5)まで県計画に定める事項別

に平成27年度に取り組む事業数及び予算額を

記載しております。括弧書きは、複数の事項

にまたがる事業を重複して計上しているもの

です。 

 重複を除きますと、平成27年度は、46事

業、事業費総額約49億円となっております。

昨年度予算との比較では、約10億円、率にし

て約16％と減額となりました。 

 減額の主な理由としましては、平成24年度

から28年度までの５年間で取り組んでいる市

町村等再生可能エネルギー等導入支援事業

が、平成26年度までに全体計画の約７割を終

え、平成27年度は約５億1,000万円減額にな

ったこと、平成26年度県庁舎ＬＥＤ導入事業

が終了し、約４億4,000万円の減額となった

ことなどによるものでございます。 

 説明資料70ページ以降に個別の事業概要を

添付しておりますが、説明は省略をさせてい

ただきます。 

 27年度事業に関する説明は以上でございま

す。 

 

○森浩二委員長 以上で執行部からの説明が

終わりましたが、まず、産業廃棄物処理施設

の公共関与推進に関する件について質疑はあ

りませんか。 

 

○西岡勝成委員 水俣と北のエコアくまも

と、２件で環境教育も予定されておりますの

で、その分水俣が減るんじゃないかと心配を

いたしておりますが、それと、その違いです

ね。水俣環境センターとエコアくまもととの

教育の違いは、どういうところに力点を置か

れているのか、お尋ねをします。 

 

○坂本廃棄物対策課長 環境センターとは、

十分連携をしながら進めてまいりたいと思い

ますが、その特徴といたしましては、環境教

育には、大きく分けると、自然環境問題だと
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か、循環社会形成だとか、さまざまな分野が

あるかと思いますけれども、エコアのほう

は、どちらかというと循環型社会、ごみを資

源として考えて、それをどう回していくの

か、それを大事にどう使っていくのかという

ことに力点を置いた形で教育を進めてまいり

たいと。ただし、県北のほうがわざわざ水俣

まで出向くよりも、エコアを活用したほうが

いいケースもございますので、その辺は十分

連携をとりながら、どちらででも受講ができ

るような体制を築いてまいりたいというふう

に考えております。 

 

○西岡勝成委員 それで、義務教育課程で

は、今環境センターに行くようになっている

でしょう。それが半減するような形にならな

いですか。 

 

○坂本廃棄物対策課長 環境センターのほう

には、小学校５年生で、水俣病とか環境セン

ターのほうに出向きまして、環境教育を実践

するという活動を――肥後っ子づくりだった

ですかね、事業としてやらせていただいてお

ります。 

 今、小学校の教育課程で、この前山口先生

のほうが御質問されておりましたけれども、

小学校４年生でごみ問題を勉強するような時

期がございます。そういう場合を通しまし

て、ごみをどう減らすのか、３Ｒの推進をど

ういう形でやっていくのか、それと、ごみを

資源としてどのような形で活用していくの

か、そういうものについてわかりやすくやる

ような形で、小学校４年生を、どちらかとい

うとターゲットとしながら循環教育をやりた

いと。それと、一般の主婦層並びに一般社会

人に対しても、そういう教育をやってまいり

たいというふうに考えております。 

 

○西岡勝成委員 両方の特徴を生かして各教

育の充実に当たっていただきますようにお願

いします。 

 

○重村栄委員 今の環境教育プログラムの件

に関連してですけれども、私は、以前議会の

一般質問でも提言をしたことがあるんですけ

れども、エコアくまもとだけじゃなくて、荒

尾のほうにちょっと目を向けてもらえれば、

この干潟の件ももちろんありますし、それと

今世界遺産のところで万田炭坑の件がありま

すし、そして、現実に今木質系のバイオマス

発電の計画も進んでおりまして、そういった

意味で、エネルギーの面から見た環境という

学習視点があるのではないかなと。そういっ

たものも生かしながら、こういうプログラム

をつくっていただければ、非常にいいんじゃ

ないかと思いますし、まして、玉名には、何

とかプロジェクトという油を再生するプロジ

ェクトを市民グループの方々が取り組んでい

らっしゃいますし、そういったものも含め

て、このプログラムに選択肢を広げる意味で

も、いろんな角度から取り上げてもらえれば

勉強の範囲が広がってくるし、また生きてく

るのではないかなというふうに思いますの

で、そこまで入れてほしいなと思っているん

ですけれども、どんなでしょうか。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 今年度、環境立県推進課のほうでは、県北

の地域の資源を生かして環境教育を進めるた

めに、再生可能エネルギーですとか自然につ

いて環境教育のためのプログラムづくりを進

めておりまして、それらのものを利用しなが

ら、エコアを拠点といたしまして、広く環境

教育を進めていきたいと思っております。 

 

○重村栄委員 ぜひ、その辺を含めてプログ

ラムの中にしっかり盛り込んでいただきます

ようにお願いしたいと。 
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○森浩二委員長 公共関与について、ほかに

質問はありませんか。 

  (｢なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 なければ、それでは次に、

有明海・八代海の環境の保全、改善及び水産

資源の回復等による漁業の振興に関する件に

ついて質疑はありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 畜産廃棄物というか、畜産

のし尿処理等については、かねてから随分取

り組んでいただきまして、ここに書いてあり

ますように、耕畜連携というのが中心的なテ

ーマで進めてきていただいているわけですけ

れども、一番――これは何回か私もお話しし

たと思うんですが、今回はコーディネート、

マッチングというものを取り組みの中心に置

かれているわけですけれども、なかなかこれ

がうまくいってない現状もあるんですよね。 

 それで、今回ストックヤード等を整備する

というようなことでなっているんだと思いま

すが、この辺の取り組みと、今回のこのスト

ックヤード等の建設が、どこでどういうぐあ

いにやろうとされているのかということを、

もう少し詳しく御説明いただければと思いま

す。 

 

○矢野畜産課長 これまで、畜産関係のほう

では、堆肥舎の整備につきましては、畜産農

家が中心でやってまいりました。これにつき

ましては、当然畜産農家側が耕畜連携の推進

をしてまいりますけれども、これまでは、や

っぱり畜産農家はどうしても周辺の耕種農家

との連携で稲わらとかの交換とかで進めてき

たわけでございます。 

 ただ、そういうことをもう少し広く、例え

ば非常に畜産密集地帯もございますので、そ

ういったところから、もう少し幅広く耕種が

中心のところに耕種農家主体で堆肥のストッ

クヤードをつくりまして、そこで耕種農家が

利用しやすいような、いつでも利用できる、

いつでも散布できるような形でストックヤー

ドをつくっていただくと、そういう形で広く

進めていきたいというふうに考えておりま

す。それらをつなぐ役目として、コーディネ

ートを担うところに支援をするということ

で、新しい事業を考えているところでござい

ます。 

 

○鬼海洋一委員 これまで現場から問題視さ

れてきましたのは、つまりここでつくり出す

堆肥の安全性の問題というか、やって失敗す

るケースも何カ所かこれまであったわけです

けれども、そういうものに対する安全性の担

保、あるいは何か認証というか、そういう仕

組みが必要ではないかというふうに思ってい

るわけですけれども、公の今ちょっと言いま

した安全性の担保等に対する関与というもの

については、いかがでしょうか。 

 

○矢野畜産課長 堆肥につきましては、例え

ば、それを販売するという場合については、

肥料の成分を含めて表示して販売するような

形になってございます。それにつきまして

は、私どもの堆肥共励会も含めてでございま

すけれども、堆肥共励会の中で分析も実施い

たしまして、例えば、腐熟度ですとか、成分

とか、その辺につきまして良質な堆肥の共励

会等も実施をいたしております。その中で、

それを耕種農家の方に理解していただいて、

それをより使いやすくなるような形で情報提

供をしたいというふうに考えております。 

 

○鬼海洋一委員 過去のこの耕畜連携の仕組

みについて、特に耕作農家が信頼を持ってや

るということが一番基本的な問題だというふ

うに思うんですね。 

 これまで、例えばその堆肥を利用したこと

によって、農作物の焼けというか、そういう

問題が生じたとかいう、過去に幾つかの問題

点が指摘もされているわけですから、コーデ
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ィネートをされるこの信頼、責任というのは

非常に大きなものがあるのではないかと思っ

ています。 

 ですから、そういう製品の信頼性の問題に

ついて、ぜひ関心を持って御検討をいただき

ますようにお願いしておきたいと思います。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑は。 

 

○西岡勝成委員 海域環境についてですけれ

ども、この前ずっと天草近海の漁業関係者の

ところを回ってみますと、苓北が非常に漁獲

量が激減をしているという漁協の話を聞きま

して、鬼海先生がおられますけれども、九電

が今原発がとまってフル稼働をする中で、温

排水というのはかなりの量が出てるんじゃな

いかと思うんですけれども、地球の温暖化等

含めて、フル稼働しているときの温排水とい

うのはどういうふうになっているのか。海域

環境がそれによって影響を受けているのでは

なかろうかとか心配するんですが、その辺の

調査あたりは、ふだんはどういうふうな形に

なっていますか。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 苓北周辺の調

査といいますと、年に数回、外海のほうの海

洋観測という形で調査をやっております。そ

のほかに、苓北では保護水面に藻場を保護す

る区域を設けておりまして、そこで海藻の繁

茂量あるいは種類の調査をやっております。 

 温排水ということでは、直接調査はやって

おりません。そこの保護水面の藻場の状況と

しましては、年変動で増減はいたしておりま

すけれども、近年特に減少したというような

現象はございません。 

 以上です。 

 

○西岡勝成委員 漁業者の話を聞くと、アジ

が全くとれぬようになったというような話を

聞いたりしますし、やはり倍になっています

よね。要するに、それでフル稼働ですから、

かなりの温排水は出していると思うんですけ

れども、そういう海面の温度変化といいます

か、海面じゃなくて海水、海域の温度変化な

んていうのは、まあそれは温暖化もあります

ので、一慨に見えるものじゃないと思うんで

すけれども、その辺の調査というのは、年次

的にやっているんですか。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 今ちょっと細

かい数字は頭の中にないんですが、30数年ぐ

らいの調査の中で長期の変動傾向を見てみま

すと、熊本県の周辺でも1.何度ぐらいの水温

の上昇はございます。ただ、それが苓北火電

の温排水という形では捉えておりませんで、

八代海あるいは天草西海、有明海でも全体的

に上昇する傾向が見られております。 

 それと、委員がおっしゃいましたアジの漁

獲の問題でございますが、苓北沖でとれます

マアジというのは、日本周辺でいいますと、

東シナ海が大きな一まとまりの系群という形

で考えられておりまして、苓北沖にもその東

シナ海で生まれ育ったものが来遊していると

いう形になるわけでございますが、その東シ

ナ海系群が非常に最近減少しております。全

国的な問題といいますか、減少していること

で、九州沿岸でも各地で漁獲量の減少が見ら

れておりまして、その保護対策というのが検

討されているところでございます。 

 

○西岡勝成委員 幾つかの漁協を回って、特

に苓北の漁協の嘆きといいますか、がひどか

ったものですから。ほかのところはそうでも

なかったんですけれども、全体的に漁獲の減

少がひどいという印象を受けてきたものです

からお尋ねしたんですが、いずれにいたしま

しても、その影響というのはあると思うの

で、地道な調査といいますか、経年的な調査

をお願いいたしたいと思います。 

 もう１ついいですか。済みません、続け
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て。 

 簡単でいいんですけれども、ヒトエグサと

いうのはアオサのことですかね。アオサの―

―新和町をずっと回って、おかげさんで１軒

で1,000万も揚げるようなところもあると聞

いて、喜んで私も帰ってきたんですが、あの

アオサというのは、新和町で５軒ぐらいやっ

ておられましたが、天草全体に広げるわけに

はいかないかということと、ノリとアオサは

値段が違うんですか。それと、栄養価が違う

んですか。その辺を含めて、ことしはちょっ

と腐れがあって生産量が落ちているという話

も聞いてきたんですけれども、その辺の原因

についても教えてください。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 アオサという

のは、通称で標準和名ではヒトエグサという

ものでございますけれども、従来は、天草で

は宮野河内周辺、あるいは鹿児島県のほうで

は長島あたりで天然で採苗をしております。 

 そういったものが主体になっているわけで

ございますが、それを人工的に採苗できない

かということで、先ほども報告しましたけれ

ども、ことしは少し大規模に人工の採苗を行

って４漁協、今までやってなかったところに

も種網を配布して試験をしてもらっていると

ころです。若干人工採苗のやり方にも問題が

ございまして、ばらつきがあるようですけれ

ども、いいところは、昨年もそうだったんで

すが、天然採苗したものよりもいい品質のも

のができておりまして、もう少し人工採苗の

技術を安定化させる必要がございますけれど

も、今後広めていければと考えております。 

 あと、品質的な問題は、日本全国では三重

県が主体で販売なんかを行っておりまして、

熊本のものもそちらに送って販売するような

のが主体のようでして、相場はそこで左右さ

れるような形のようです。また、有明海なん

かでとれます黒ノリとは、また用途が違うと

いうことでございます。 

 

○西岡勝成委員 値段はどのくらい違うんで

すか。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 値段は、ちょ

っと今ここで資料を持っておりませんので、

また後ほどでも……。 

 

○西岡勝成委員 黒ノリとだいぶ違う。 

 

○平山水産振興課長 用途も異なりますの

で、黒ノリは、もう御承知のとおり板ノリと

してそのまま食したり、あるいはコンビニお

にぎりの巻物としてよく一般的に使われるん

ですけれども、ヒトエグサの場合は、ああい

う板状にも形成いたしませんので、もっと分

厚い形で、それをほぐしながら使うというこ

とで、吸い物の浮き身にしたり、一番多い用

途はノリのつくだ煮の材料として使われてご

ざいます。もちろん黒ノリもつくだ煮の材料

にするんですけれども、細胞の層が薄うござ

いまして、口当たりがヒトエグサのほうがい

いということで、つくだ煮にはよく使われて

いると。 

 値段的には、やはりああいう黒ノリ、板ノ

リのほうが有利ですけれども、加工にかける

コストが安くて済みますので、その分収益の

ほうはよろしいのかなと思います。 

 

○西岡勝成委員 もう一丁よかですか。 

 

○森浩二委員長 どうぞ。 

 

○西岡勝成委員 クマモト・オイスターが、

ことしも６億ぐらい金を使っているんですけ

れども、全然話も出てこぬとは、どうなっと

るかな。 

 

○平山水産振興課長 非常に厳しい御質問で

すけれども、現在、クマモト・オイスター、
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夏場をうまく乗り切ることがほとんどできま

せんで、夏を越した個体数というのは、63万

個配布いたしまして5,000個程度にとどまっ

ております。この残っているものについて

は、３月末ぐらいに大体出荷サイズに達しま

すので、出荷サイズに達したものから順次販

売ということを予定しております。 

 へい死への対応ということで、11月下旬、

水温が下がりましてから、再度16業者の皆様

方に２万3,000個ずつ配布をいたしました。

この部分につきまして、大体４月以降に出荷

サイズに達するだろうと今予想されておりま

すので、現在、これまでの最大出荷個数が1.

8万個でございますけれども、これを超える

ように現在仕立てをやっているということ

で、今現状で死にはないんですけれども、ど

んどんより成長のいいものを選別して、早く

大きく育つように各業者さんのほうで飼育を

されている状況でございます。 

 

○西岡勝成委員 期待が大きいので、頑張っ

てください。 

 

○氷室雄一郎委員 漁業漁港整備課、水産振

興課、22ページですけれども、これは予算額

が倍増しとるんですけれども、この辺の考え

方、また、若干説明はあったんですけれど

も、ここだけは倍増してるんですけれども、

この辺のちょっと理由を。 

 

○平山水産振興課長 27年度取り組み予定の

一番下段の事業のところかと思います。 

 有明海特産魚介類生息環境調査が、１億5,

000万であった部分が４億5,000万ということ

で、これ国の委託事業で実施しているもので

ございまして――4,500万。失礼いたしまし

た。位取りを間違えました。 

 特産魚介類生息環境調査につきましては、

クルマエビですとかガザミを対象とした生息

環境を整えるということで、水深の深いとこ

ろでの耕うん作業を実施いたしまして、海底

の環境をよくするという取り組みを行ってお

ります。これは全額国の委託事業で実施をさ

れている部分でございまして、その部分が倍

額をされたところでございます。より広い範

囲でそういう生息環境を整える取り組みをさ

せていただけるという27年度の事業になって

ございます。 

 

○氷室雄一郎委員 じゃあ、今まではこうい

うことはやってこられなかったわけですか。

こういう予算がずっと組まれてきたと思うん

ですけれども、初めてのことなんですか。 

 

○平山水産振興課長 これまでも実施してお

りまして、これまでの調査の結果、あるいは

漁業者の皆様方の実感として、海底耕うんが

非常に効果があるんだという声が国のほうに

も届きまして、国のほうで予算措置を倍増し

ていただいたというところでございます。 

 

○氷室雄一郎委員 いやいや、それはわかる

んです。じゃあ、もう県としては、これだけ

の予算をつぎ込んでも効果があるからという

ことで、その辺の事業を実施されるわけです

が、費用対効果の面から考えてどうなんで

す。 

 

○平山水産振興課長 まだ調査をやっており

ますが、投資に対する効果としては、十分に

ＢバイＣを問うまでにはなってございませ

ん。ですから、これはあくまで生息環境調査

ということでございますので、まず耕うん作

業をやっていただいて、そこに調査を入れ

て、これから効果を確定させていこうと。効

果が確実に判定できるという場面になりまし

たら、その後は公共事業での実施という計画

になってございます。 

 

○氷室雄一郎委員 じゃあ、この事業そのも
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のは、県がやってきた今までのさまざまな取

り組みの上にこういうこともやっていかれる

ということだと思うんですが、もっと、県の

主体性みたいなものは、ほとんど余り感じら

れないと思うんですが、どうなんですか。 

 

○平山水産振興課長 もちろん、国全額での

事業でございますので、もちろん国の考え方

があっての話なんですが、これを議論いたし

ます有明海漁場環境改善連絡協議会という場

がございます。そこに私どもも参加して、漁

業関係の団体の代表者も参加した中で議論し

て、やはりこの海底耕うんというのが効果が

あるということを、国のほうでも認定いただ

いて実施されているということですので、私

どもの述べてきた考えを国としても酌み取っ

ていただけたんだと思っております。 

 

○氷室雄一郎委員 ４県とも大体こういう形

が行われていると考えられるんですか。 

 

○平山水産振興課長 ４県ともに私どもの県

以外でも耕うんを実施しているところもござ

いますが、それぞれ漁場の環境が異なります

ので、お隣の福岡県では、ほかの手法、覆砂

によってタイラギの漁場を新たにつくる取り

組みですとか、佐賀県では、サルボウの殻を

粉砕して、漁場にまいて底質環境を整えると

いった、それぞれ違った取り組みをやってお

ります。 

 

○氷室雄一郎委員 これだけの倍増する予算

を使ってやられるわけでございますので、今

後の調査なり、効果を確認しながら、また進

めていかないかぬと思いますので。ただ、県

の主体性は失わぬで頑張っていただきたいと

思います。よろしく。 

 

○鬼海洋一委員 関連をするというふうに思

うんですが、これまでも、有明海の環境を整

備するためには、構造的変化をやっぱり４

県、国と協力をしてまずやるべきではないか

ということで、それは進んできているという

ふうに思うんですね。 

 そのさなかに、ちょっと私も十分把握して

いるかどうかわかりませんけれども、つまり

漁民が、ノリ業者の酸処理剤のこれまでの取

り組みについて、そのことが結局貝類がなか

なかとれないという要因ではないかというこ

とで訴訟に発展しているという、そういう報

道を耳にしたわけですけれども、その辺の状

況等についてはどういうぐあいに把握をされ

ているのか、あるいは県としてのそのことに

対する関与というものはどういうぐあいに考

えているのか、ちょっと説明いただきたいと

思います。 

 

○平山水産振興課長 資料の36ページに酸処

理剤の使用削減ということで、施策としてこ

れまでも取り組んできたところでございま

す。酸処理剤につきましては、現在のノリの

養殖工程の中では必須のものとしてもう位置

づけられてございます。酸処理という作業な

しに、現在のノリの生産を維持するというの

は極めて困難な状況でございます。 

 一方で、酸処理という形で、成分として

は、リンゴ酸ですとか、クエン酸、あるいは

乳酸といった食品添加物等にも利用される酸

でございますけれども、一定量の当然海域へ

の負荷があり得るということで、でき得る限

り削減の努力をすると。海域で使ったもの、

使った酸処理剤については使い回しをする、

それと海域に流れ出ないような努力をする、

漁期が終わった後は、全て残液については陸

上に持ち上がって処分をするといった取り組

みをされてございます。 

 さらに、あわせて、26年度の取り組み実績

等にも書いておりますけれども、pHの小まめ

な測定ですとか、塩を併用して酸処理剤の使

用をできるだけ減らしていくといった指導に
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ついても、漁業関係の団体と一緒になって取

り組みを進めてございます。 

 今回の訴訟、私どもも内容を承知しており

ませんけれども、新聞等の報道によります

と、酸処理剤の使用が、現在の生産量の減少

につながっているという主張であったかと思

いますけれども、これまでにも、有明海・八

代海等の総合調査評価委員会の中でも、この

酸処理剤については検討された経緯がござい

まして、その検討結果の中でも適切に使用を

すれば海域への影響というのは小さいんだと

いうまとめであったかと記憶しております。

いたずらにふえることがないように、それぞ

れ同じ漁場を使うノリ養殖の方と漁船漁業の

方でございますので、お互いのことを思いや

りながら削減の努力をしていくことが必要か

と思っております。 

 

○鬼海洋一委員 一方で、今氷室先生のほう

から御指摘いただいたように、膨大な費用を

かけて進行するという、そういうものもＢバ

イＣがどうかという、また新たな問題があり

ますけれども、そういうぐあいにやってい

く。そして、片方では、同じ漁民の中で、今

言いましたように、つまり、酸処理剤のこれ

までのありようというのが貝あたりの死滅に

つながっているという。こういう訴訟が起き

るということについては、詳細を把握してな

いというお話、こがんとはやっぱりぴしゃっ

と把握をされて、どこに何が問題があるの

か、県として、その問題についてどういうぐ

あいに関与していくべきなのかということに

ついては、ある程度ちゃんと把握をされなが

らの方針を出すということが大事ではないか

なというふうに思いました。 

 私たちでさえ、あの報道を聞いて、あら、

これは大変なことなんだなというふうに改め

て思ったわけですけれども、これはもう私た

ちが進めていくさまざまな事業の中心のテー

マに係る話ですから、ぜひ、この問題の詳細

についても把握をいただいて、そしてまた次

の機会にでも報告をいただけるような状況を

つくっておいていただきたいということをお

願いしておきたいと思います。 

 

○平山水産振興課長 今回の訴訟の対象は、

国の次長通達に対してでございますので、国

のほうともしっかり連絡をとらせていただい

て、情報収集に努めてまいります。 

 

○森浩二委員長 ほかに。 

 

○鎌賀水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 今の件について補足させていただきます。 

 酸処理剤につきましては、今年度から水産

庁から話がございまして、有明４県で調査を

するようになっております。 

 まず、ノリの漁期前と漁期の後、酸処理剤

を使い始めてから、その後に海水等と底質の

間隙水をとって、そのサンプルは水産庁のほ

うでまとめて検査をするような形で、27年度

も同じような形でやっていく予定でございま

す。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 １つは、酸処理問題は、10年

前かな、平成16年だから11年前か、そのとき

の有明海・八代海再生特別委員会の提言を出

しましたよね。その中にも、この酸処理問題

は入ってまして、その当時の特別委員会でも

大分議論したことがあるんですけれども、そ

れでまあこういう事態になってるということ

で、提言に沿った検証が必要じゃないかな

と、そして適切に解決していくことが必要じ

ゃないかと思います。 

 質問は42ページですね。 

 結局、漁業者原告のほうが、いわば間接強

制という形で制裁金の支払いを求めて、ま

た、これは農業者のほうもやって、そのいず
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れも国が抗告したけれども最高裁が棄却し

て、ここに書いてあるように、もう確定して

いるわけですね。漁業者のほうへの制裁金だ

けでも、２月時点でもう既に１億を超えてい

るし、私に言わせれば、諫早干拓で膨大な無

駄遣いをした上に、こういう形でまた新たな

公費の支出といいますかね、非常に今の農水

省のあり方が問われていると思うんですけれ

ども、こういう中で、熊本県は、基本的にい

わば福岡高裁の確定判決に沿って開門という

立場をとっているわけですが、この時点で、

どういうふうにアクションといいますか、な

りを考えているのか、ちょっと伺いたいと思

います。 

 

○平山水産振興課長 裁判の動きは、報道等

でもう御承知のとおりかと思います。一度こ

の委員会でも御報告させていただきましたけ

れども、農政局のほうで農村振興局のほうで

持っておられます有明海漁場環境改善連絡協

議会、これは、開門についてはやらないけれ

ども、有明海の再生に資するような取り組み

をしますという大臣発言に基づいて設置され

たものでございますけれども、この中で、有

明海の再生に結びつくような４県が連携して

やる調査を進めましょうという合意が、長崎

県も入った上で合意がなされております。そ

の合意に基づきまして、現在、事務レベル

で、担当者レベルで、どういう調査をやって

いくのかといった詰めをしているところでご

ざいます。 

 今後、３月中旬に、この幹事会が福岡で開

催される予定になっております。３月下旬に

は、第２回の連絡協議会が実施されると。で

すから、裁判の動きとは別に、有明海の再生

に結びつくような取り組み、必要な取り組み

といったものを４県が連携して進めるという

方向では一致しておりますので、これを確実

に国に実施していただくことを今後も求めて

いきたいと思っております。 

 

○松岡徹委員 そこが、あなたのそういうと

ころが、あなたというか、問題だと思うんで

すよ。 

 結局は、いわば４県協議でいろいろ再生事

業をやると。これは、前回の委員会でも言っ

たけれども、大体この10年ぐらいのスパンで

見ると、私が持っている資料では、いわば覆

砂、耕うん、作澪、こういったもので43億70

0万。そのとき聞いたら、大体県の回答でも3

7億ぐらいということで、大体40億前後ぐら

いの再生事業をやっているわけですね。 

 それから、さっきあなたも酸処理のところ

で言われたけれども、環境省サイドで、いわ

ば有明海・八代海総合評価調査委員会、これ

で膨大なまた調査もやっているわけですよ。

だけれども、事態が変わってない。 

 そういう中で、いわば福岡高裁の判決とい

うのは、この確定判決というのは、いわば潮

汐、潮流が減少したと、これと、いわば漁業

被害の因果関係よね。裁判の中では、漁獲量

の減少は全国的な傾向だとか、温暖化とか、

いろんな議論もありましたけれども、そうい

う議論を退けて、やっぱり因果関係を認め

て、３年間準備をして５年間常時開門しまし

ょうということになってるわけだ。これを農

水がいわばいろんな理由を言ってサボって、

例えば、長崎地裁の仮処分決定なんかという

のは、仮処分であって、暫定的なもので、義

務の衝突なんか言ってるけれども、全くそう

じゃなくて、いわば農業関係なんかの準備を

農水がやらなかったから、いわばその時点で

の開門はいかぬというのが仮処分の中身であ

って、そこのところをやっぱりきちっと押さ

えて、あくまでも確定した福岡高裁の判決に

よる開門調査をやるということを求めていか

ないと、そこはいわばこういう文書では書い

てあるけれども、実際は余りやらないで、ま

た別な調査をやりますということでは解決し

ないと。だから、私は、どういうアクション
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を、こういう立場に立ってどういうアクショ

ンをするのかというのを聞いたわけですよ。

意味はわかりますね、言ってることは。 

 

○平山水産振興課長 松岡先生の御質問に

は、これまでも、私何度かお答えさせていた

だいたと思いますけれども、県としての開門

調査を求める姿というのは今まで揺らいだこ

とがないということを幾度かお答えさせてい

ただいたと思います。 

 ただ、今議論が一方で進んでおりますこの

有明海漁場環境改善連絡協議会の前提とし

て、４県連携の調査をやる前提として、開門

問題には触れないという前提がございますの

で、この協議会の場で、その議論をすること

はできないと、やらないという前提ですの

で、そこについては触れることができないん

だろうと理解しております。 

 ただ、一方で、従来から本県が唱えてきま

した中長期開門調査の実施というのは、これ

は、例年、環境部も一緒に農林水産部も一緒

に県として国に対して要求をしているところ

でございますので、そこは今まで揺らいだこ

とはないという理解をしております。 

 

○松岡徹委員 今の協議では、もうできない

というのははっきりしている。ただ、いつか

も言ったように、その当時の農水大臣が佐賀

の知事と会ったときに、協議の中で開門問題

に行くかもしれないというような発言をし

た、そういう事実はあるんですけれども、約

束事としてはできないと。だから、繰り返し

言ってるように、熊本県として、もう一歩踏

み込んだやっぱり提言をすると、そして関係

県でまとめて農水に求めていくということが

必要だと。 

 具体的には、その開門をやるんだけれど

も、一番ひっかかっているのは、前回も前々

回も言ったけれども、やっぱり農業者の利水

の問題と防災の問題とか、こういった問題を

やはり解決するというような点も示しながら

開門調査をすると。また、開門調査でそうい

う手だてはちゃんととるけれども、万が一被

害が出た場合はちゃんと補償をするというよ

うなことも農業者のほうにもちゃんと示し

て、そしてその開門をやっぱり求めていくと

いうか、オウム返し的に開門が必要だという

ことを繰り返すだけじゃなくて、やっぱり事

態に即して、それから、開門に反対している

方々のやっぱり不安とか疑問に答えるような

施策も示しながら取りまとめをしていくと、

そういう意味での熊本県のリーダーシップを

求めたいというふうに繰り返し言っています

けれども、改めて強調して。回答は要りませ

ん。 

 

○森浩二委員長 ほかに。 

 

○井手順雄委員 今皆さん御質問されまし

た。これは有明海の環境が悪くなっていくと

いうようなことであろうというふうに思いま

す。 

 今、諫早の問題に関しましても、我々熊本

県は、漁民も開門調査をお願いしたいと、県

と一緒になって今要望しているところなんで

すが、ここに来て今南側があいてますね、常

時、諫早。全然閉まっとるわけじゃないんで

すね、今は、現状は。常にあいてる箇所があ

るんです。そこからそこの中のやつが流れ出

してきて、ノリの色落ちが早く進むんだとい

うような意見もここに来て出てきているんで

すよ。だから、開門したらいいのか、悪いの

かというような議論も今後出てくるんじゃな

かろうかというようなこともあります。これ

も有明海の環境問題の一つの原因であろうと

いうようなことでございます。 

 先ほど鬼海先生の話でございました、酸処

理。これもいろんな御意見があります。これ

をしていいものか悪いものかと、やっぱりそ

ういった懸念もあるわけですね。 
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 その中で、今先ほどの氷室先生の話の中

で、海底耕うんだとか、覆砂事業だとか、も

う過去10年以上実施されております。もうト

ータル金額にすれば何百億でしょう。そし

て、ここに来て農水省が４県に対して６億追

加して、熊本県が幾ら来るかわかりませんけ

れども、そういった耕うん事業を強化してい

こうというようなことでありますけれども、

ここに関しても、何か漁民に対してのガス抜

きですね。何か問題を転化しているというよ

うな私は認識しかないと思うんですよ。 

 根本的に有明海再生をどう持っていくかと

いうのは、もうここに来て、こがん毎年毎年

やっていく中で、アサリが全然ふえない、ハ

マグリももうすぐ死ぬ、タイラギも立たな

い。いろんな要因がありますでしょう、今言

ったように。しかしながら、何らかの根本の

原因があるはずですよ。ここはどう考えてお

られますか。まず、ここをお聞きしたい。 

 

○平岡水産局長 有明海の根本的な対策につ

いてというお尋ねだと思いますけれども、こ

の特別委員会の中でも再三議論されています

けれども、やはりその海の中が泥質化が進ん

でいるんじゃないかと、そういったお話もあ

りまして、先ほど水産振興課長のほうから、

４県の有明海漁場環境改善連絡協議会、この

中で新たに再生に向けた具体策の協議を進め

ていくという形になりましたけれども、今ま

でもこの協議会はありましたけれども、これ

まで農林水産省の事業に限って議論されてい

たということで、前回の委員会の中でも私の

ほうからお話ししましたけれども、真にやっ

ぱり有明海の再生に必要なものについてはこ

の中で議論するべきじゃないかということ

で、この４県協議の中でうちから提案をしま

して、その農水省の事業だけに限らず、本当

に真に抜本的な対策についても議論していく

という形になりましたし、また、泥質化の問

題につきましては、新たに泥質化の現状の把

握の調査を行うという方向で、国のほうでも

検討を今進めていただいているという状況で

ございます。なかなか、いろいろ要因はある

かと思いますけれども、まずは、抜本的な対

策の部分で、泥質化の部分についてそういっ

たアクションを起こして、今そういう状況に

あるということでございます。 

 

○井手順雄委員 例えば、諫早にしても、酸

にしても、ノリがとれて、魚が豊富におっ

て、アサリがハマグリがばんばかとれとけ

ば、こういう問題は全然起きらぬわけです

よ。何かそういった懸念があるということ

で、皆さんそうやってもう死活問題になって

くるから、こういった問題が浮上くるという

のが現状なんですね。 

 今おっしゃったように、泥質化ですよ。有

明海、もうこのヘドロというか、もう硫化水

素のにおいがするような干潟が最近ふえてお

ります。そういうところに何がおるでしょう

か、アサリなんて。やっぱりこれを、どやん

か抜本的な対策で、４県協議の中でそれを本

題に持っていって、それを撤去するなり、囲

うなり、どっか掘ってどっかに捨てるなり、

そういった根本的な事業を進めていかぬと、

もういろんなそういった懸念懸念で、もう有

明海はだめになりますよ。 

 それはどういうことかというと、４県協議

が始まったわけですから、そこでやっぱり熊

本県も主張していくし、また、国に対して今

法律があります。海岸のとか水産の法律。こ

の中で、やっぱり日本国が全部海につながっ

ておりますから、どこどこの海でもここの海

でも適用するような事業しかできないと。こ

ういう閉鎖性水域の有明海というのは、日本

にはないところなんですよ。ですから、よそ

のところの事業を有明海に持ってきても合わ

ぬわけですね。 

 やっぱり有明海独自のそういった事業、例

えばヘドロを撤去しますとか、離岸堤防をつ
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くって、そこの中に泥土を入れて、そこの離

岸堤防の先はもうなぎさをつくっていきます

とか、こういった、やっぱり時限立法でもい

いんですが、特措法があるわけですから、そ

この中で、国に対してそういったところで協

議をして、有明海に合う事業、こういったの

を県から地元の行政から国に申し上げると、

そこをもっと強くしていかないと、もうこの

まま国はわかりませんよ、これ。それが根本

なんですよ。今の事業は、どこの県でもでき

る事業を今有明海でやっているんですね。こ

れとまた全然違うんですよ、有明海を守ると

いう意味じゃ。 

 今、ここに来て、もういろんな――私もハ

マグリの養殖をやっていますけれども、ここ

３年ゼロです、出荷が。大水害の後からもう

ゼロなんですよ。だけん、そういった実感が

あります。やっぱり泥土をどやんかしてもら

わぬと、諫早とか、酸処理とか、私は関係な

かっですよ、実際。泥土をどやんかしてもら

えれば、そこに砂があって、覆砂しても３年

たてばなくなるんですよ、ヘドロに埋もれ

て。これが現状なんですよ。今しておる事業

は10円がつもならぬ。耕うんするでしょう。

そのときはよかです。２～３カ月するなら、

またヘドロがかぶっています。何んならぬわ

けですよ。これが現状です。 

 ですから、もう抜本的対策を何かやるとい

うことを、ぜひとも県のほうは４県協議の中

で主張して、我が県が、そうすれば国会議員

さんも動きます。国をやっぱり変えていく。

有明海に向けた再生というのは、これは特別

なんだというのを主張しながら、有明海に合

う法律をしていただきたいと。要望です。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 僕も答弁は要りませんけれど

も、ちょっと今の関連で。 

 結局は、長い議論があって、そして福岡高

裁の判決に行ったんだけれども、要するに豊

穣の海、宝の海と言われてきた有明海、なぜ

こういう状態になったかということで、やっ

ぱり諫早湾の干潟の力と、諫早湾があること

による潮汐、潮流、これがやはり有明海を宝

の海とする非常に大きなものだったというの

が、いわゆる基本的な結論になっているわけ

ですよ。そこからやっぱり福岡高裁の確定判

決というのがあるわけでね。 

 それから、諫早干拓から出る水だけど、あ

る人の論文によると、大体１日当たり東京ド

ーム１杯分ぐらいが出ているわけですよ。そ

の水というのは、もう汚濁水で、ミクロシス

チンという猛毒を毒性のあるそういうのを含

んだものが今でも出されているんですね、毎

日毎日。だから、これをどうにかせないかぬ

のだということなんですね。 

 開門すれば大変なことになるんじゃないか

と、それはある程度はあるかもしれないけれ

ども、平成14年に短期開門調査したときのデ

ータなんか見ると、底生動物がずっと減少し

ていた、いわばギロチンで閉め切ってから。

短期開門した年は、前年の6.3倍底生生物が

ふえているんですよ。だから、やはりその自

然の浄化能力というか、回復力というか、そ

ういうものに依拠してこの問題解決するとい

うようなことが必要だと思います。 

 それは意見として、答弁は要りませんけれ

ども。 

 

○森浩二委員長 ほかに。 

  (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 なければ、それでは次に、

地球温暖化対策に関する件について質疑はあ

りませんか。 

 

○松岡徹委員 温暖化の関係で、僕がちょっ

と１つ疑問に思っているのは、地球温暖化対

策の推進に関する法律というのがあるです

ね。これでは、国の責務、地方公共団体の責

務、事業者の責務、国民の責務となっている
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んですよね。ところが、同じこの体系に基づ

く県条例では、県の責務、事業者の責務、県

民の責務、建築主などの責務、環境保全活動

団体の役割、旅行者の協力、こうなっている

わけ、県の条例だから。国の場合は、地方公

共団体の中に、都道府県、市町村と、こうな

っているわけね。県条例の中では、なぜ市町

村の責務というのがないのかなというのが、

これは何か理由があるんですか。 

 

○佐藤環境立県推進課長 その点に関して

は、まだ深く研究しているわけではないんで

すが、そこまで――全国に先駆けて、この条

例つくっておりますので、そこまで機が熟し

てなかったのか、そこら辺の事情について

は、今後ちょっと勉強させていただきたいと

思います。 

 

○松岡徹委員 それで、この法律の20条の３

では、都道府県及び市町村は、地球温暖化対

策計画に即して、いわば地方公共団体実行計

画というのをつくらないかぬとなっているわ

けですね。この計画をつくらないかぬとなっ

ているわけですよ。それで、県条例でそこが

抜けてしまうとどうなるのかなと。なお、そ

の中で、毎年１回施策の状況を公表しなけれ

ばならないと、こうなっているわけね。そう

すると、そこがどうなっているのかなと。市

町村では、実行計画がどれだけつくられて、

そしてそれがどういう中身になっていて、そ

の取り組み状況の公表はどうなっているのか

なというところがよく見えてこないんですけ

どね。 

 

○鬼海洋一委員 助けを出すわけじゃないん

ですけれども、ちょうどこの議論をするとき

に、私が特別委員長をやっていました。この

ときに内野先生もその中のメンバーの一人で

すけれども、そのとき議論しましたのは、ち

ょうど分権の一括法のその時期でありまし

て、つまり市町村と県の対等な関係といいま

すかね、このことが議論の中で出てまいりま

した。 

 それで、市あるいは市町村を、ここの中で

縛るということについていかがなものかとい

う判断の中で、それは、市町村は市町村とし

て県としての対応を決めるわけですから、条

例として、あとは市町村は市町村として考え

ていただくような、そういう環境の中で進め

ていこうというようなことを議論いたしまし

て、この条例が決定したのは、私の次の平野

みどり県議が特別委員長のときに決定すると

いう、こういう経過をたどったという議論の

歴史もありまして、細かにそのことを今承知

しておるわけじゃありません。思い出しとる

わけじゃ――私の意識の中で思い出している

部分を紹介して、そういう議論の中でできた

ということについて紹介しておきたいと思い

ます。 

 

○松岡徹委員 僕もいろいろこれを考えて、

恐らくそうじゃないかなと思ったんですよ。

それは、鬼海委員が言われるのは、そういう

推測をしたんですよ。それはそれで一つのや

っぱり理屈といいますか、考え方だと思うん

ですね。ただ、本当に地球温暖化をやっぱり

熊本県を挙げてする上で、市町村、いわば県

がその市町村を縛るとかいう意味じゃなく

て、やっぱり整備、補強するということが必

要じゃないかなというふうにちょっと考え…

…。 

 

○鬼海洋一委員 おっしゃるとおりだという

ふうにその当時は思ったんですね、我々が議

論した中では。したがって、県は県として決

めるけれども、やっぱり具体的に実効あるも

のにしていくためには、市町村の協力、連携

がなければ実効たらしめるということはでき

ないわけですから、今後の県と市町村の関係

の中で、温暖化防止にかかわる課題に対する
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連携をとっていくということは、県としては

当然やるべき仕事ではないのかなというふう

に思っております。 

 以上です。 

 

○佐藤環境立県推進課長 済みません。大変

参考になりました。 

 松岡委員がおっしゃいました実行計画の件

について、若干お答えをさせていただきたい

と思います。 

 地球温暖化対策推進法の規定によりまし

て、地球温暖化対策というのは、県、国だけ

ではできません。おっしゃるとおり市町村も

巻き込んでいかないと効果が上がらないとい

うことで、実行計画をつくるように義務づけ

られております。その中で、実行計画の中に

は事務事業編と区域施策編と２種類ございま

して、区域施策編のほうは、実は市町村は努

力規定になっております。 

 そういう中で、熊本県の場合は、熊本市、

それから水俣市、玉名市、阿蘇市、４市が今

策定をしているところでございます。これを

広げていくためにＮＰＯ法人等と連携をいた

しまして、例えばマニュアルづくりですと

か、そういうところを進めまして、努力規定

ではございますが、なるべく全市町村に広げ

ていくように今取り組みを進めているところ

でございます。 

 

○松岡徹委員 熊本市と水俣と……。 

 

○佐藤環境立県推進課長 玉名市と阿蘇市で

ございます。そのほかに、球磨村と小国のほ

うが策定の準備中という状況でございます。 

 

○松岡徹委員 この地方公共団体実行計画を

規定した20条の３のところですね。太陽光、

風力、その他の化石燃料以外のエネルギー対

策についても触れているわけですけれども、

それで、最近、きのうの新聞か、九電が太陽

光発電で最低94日から最大165日抑制すると

出てましたよね。これでいくと、太陽光発電

は、もう致命的なダメージを受けるというか

な。 

 それで、ちょっと伺いたいのは、県の総合

エネルギー計画とありますね。それでは2020

年までに――いつかも聞きましたけれども、

家庭部門の電力消費量、これを原油換算です

ると100万キロリットルということで、それ

を新エネルギーと省エネで到達すると、こう

なっているわけね。 

 その中で、新エネへの導入加速化というの

でいえば、太陽光、中小水力、風力、地熱、

温泉熱、バイオマスと、こうなっているわけ

ですけれども、この６つの構成要素の中で、

太陽光の占める割合、現状はどうなっている

のか。 

 それから、将来――今までの県の路線から

すると、やっぱり太陽光は、これは全国的に

もそうだけれども、非常に強いんですよ。大

きいんですよね。だから、これでいくと、い

わば最大165日抑制というような形でいく

と、県の総合エネルギー計画そのものはうま

くいかぬのじゃないかというふうに思うんで

すよ。そこら辺は、まだ最近発表されただけ

だから、しかも新聞報道だから詳細な検討は

されてないと思いますけれども、どんなふう

に考えていますか。 

 

○村井エネルギー政策課長 まず、松岡委員

がおっしゃいました新聞報道の件でございま

すけれども、３月４日に九州電力が国の系統

ワーキンググループに示したものを取り上げ

てございますけれども、大分いろんな要素―

―これは系統ワーキングから示された計算の

仕方なんですけれども、大分安全側、電力会

社の安全側を見た形になってるかと思います

ので、なおかつ出力制御システムの導入がま

だなされてないということで、日にち１日単

位での出力制御ということになります。それ
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が出力制御システムが導入されることになり

ますと、時間単位での制御になりますので、

まだ大分制御する部分、出力制御がなされる

割合というのは縮まってくるんじゃないかな

というふうには思っております。 

 ただ、太陽光発電は、固定価格買取制度の

おかげで一気に導入が進みましたけれども、

この電力会社の系統連系の問題から、若干今

後は鈍っていくものと考えておりますが、総

合エネルギー計画で示しております太陽光発

電については、もう一気にうちの計画の目標

を超えたところがございますので、今後は、

先生がおっしゃいました、地熱とか、小水力

とか、風力とか、そういう今まで余り伸びて

ないほうを伸ばして、いろんなエネルギーミ

ックスが混在した形で再生可能エネルギーの

導入が進むように図っていく必要があるとい

うふうに考えております。 

 

○松岡徹委員 これもまた別な報道なんだけ

れども、環境省が三菱総研に委託して、まだ

発表はしないという形で、再生エネルギー、

太陽光とか風力などを進めると、2010年から

30年の総額で、いわば化石燃料費を最大25兆

円ぐらい軽減できるというふうなのが出てい

るんですね。2013年比でいくと、22％から31

％くらいにその他の新エネルギーなんかを加

えるとなるというような試算を、環境省サイ

ドの研究で出ているわけですよね。 

 だから、本当に再生エネルギーの開発、発

展ということを大きくやっぱり進めていくこ

とが、これでいけば富の流出ですね。20兆円

規模の富の流出を防ぐことにもまたなるとい

うようなことだし、やっぱり配電網とか、蓄

電施設の整備とか、そっちのほうにやっぱり

電力会社がもっとお金を使って、あるいは電

力会社間の融通もできるようになってるわけ

だから、どうも今みたいに再生エネルギーに

ついてどんどんどんどん買い取り価格を下げ

たり、不安定にしていったりするような傾向

はよくないなと思いますので、執行部のほう

も、知事がよく再生エネルギーをもっと強め

ていくというようなことを強調されているか

ら、頑張っていただきたいなと思います。 

 

○鬼海洋一委員 ちょっと関連して申し上げ

たいというふうに思うんです。 

 この議論のときには、私たちも参加をし

て、そして、県としての方向づけについて

も、こういう方向になってきたと。そのとき

に、振り返ってみますと、議論に欠如をして

いたものがやっぱりあったんではないかとい

うふうに思います。国もそうですけれども、

つまり受け入れる側のメーカーとしての能力

の問題、これが私たちとしてもほとんど議論

をしないで、つまり提供する側の可能性、こ

の能力について議論をして、そしてこういう

方向づけをやってきたというふうに思うんで

すが、国もそうですけれども、その受け入れ

る側が、必要以上に受け入れることによって

電力の不安定さを招くという、その構造上の

問題があるわけでありまして、その辺も含め

て、改めてもう一回議論をすべき、必要では

ないのかなというふうに思います。 

 ですから、今回は我々の任期中に間に合い

ませんけれども、もう一回選出されて出てく

るとすれば、その辺も含めて、真摯にオープ

ンな中で議論することが必要じゃないかなと

いうふうに思っておりますので、そのとき、

私たちが議論した中で、やっぱり欠如した部

分があったということを率直に申し上げて、

次なる方向づけの中で資することができれば

という思いで発言させていただきました。 

 

○森浩二委員長 ほかにありませんか。 

 

○小早川宗弘委員 63ページをお願いしま

す。 

 地球温暖化防止のための県民の意識啓発活

動について、いろいろと国のほうではいろい
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ろな視点で活動を行われているというふうに

思いますけれども、何か感じでは、中心とな

る県民総ぐるみの活動というのが余りなかか

な、あれやこれやとやっていらっしゃるのは

意味があるのかなというふうに思いますけれ

ども、地球温暖化防止の意識をもっともっと

向上させるというふうな、中心となる核とな

る何かそういう運動が必要ではないかなとい

うふうに思います。 

 例えば、９ページ、これは河川とか海域の

環境保全については、くまもと・みんなの川

と海づくりデーというふうなことで、これは

もう10年以上の実績があると思いますけれど

も、もう今や３万5,000人ぐらいが参加をす

る非常に一大イベントになっているというふ

うに思いますし、八代でも多くの方が球磨川

の清掃活動をやられて、この河川環境あるい

は海域環境というのを守ろうというふうな意

識は大体もう高まってきているというふうに

思いますし、何かその辺の地球温暖化防止、

非常に捉えどころが一般の県民としてはなか

なか捉えづらい部分がありますけれども、そ

ういう意識啓発についての今後の活動、メー

ンとしていく活動というのをちょっと教えて

いただきたいんですけれども。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推推進課

でございます。 

 確かにさまざまな普及啓発運動として実施

をしておりますが、限られた人員で効果的な

事業をしていくためには、いろいろ工夫をし

なければいけないと考えております。 

 現在考えておりますのが、先ほども松岡委

員のほうから指摘がございましたが、市町村

を巻き込みながら、それから各地域に県が認

定をしております環境活動推進員の方々が80

名余いらっしゃいますので、そのような方た

ちを巻き込みながら、それぞれの地域に広が

りが出るような取り組みを進めてまいりたい

と考えております。 

 それから、事業者に対しましては、今計画

書制度を進めておりますので、その公表のあ

り方なども工夫しながら、事業者に広がるよ

うに事業計画制度を進めていきたいと思って

おりますし、また、一人一人の県民の方に対

しましては、エコライフ宣言というツールを

今つくっておりまして、それらがなかなか県

民の中に広がりがない状況ではありますの

で、今そのエコライフ宣言の仕組みを双方向

でつながるような改正を考えておりまして、

そういった仕組みを核としまして、県民の皆

さんに一層拡大していくような工夫をしなが

ら普及啓発に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 

○小早川宗弘委員 なかなか苦しい答弁だっ

たのかなと思いますけれども、エコライフだ

とか、いろいろここに書いてあるマイレージ

とか、また、これまた何か横文字があってわ

かりにっかですよね。いろいろ県民に広げて

いくという部分から言うと、その意識を啓発

していくという部分からは、非常に何かこう

難しい表題というか文言、事業名でもあるの

かなというふうに思いますし、八代には、保

全活動をされる非常に活発な環境団体、熊本

県のほうでもいろいろな審議会の中で活動さ

れている方がおって、それが非常にこのライ

トダウンでも、これは７～８年ぐらい前から

八代でも先行してやられておる。熊本は２～

３年前ですよね、これは。グリーンカーテン

のほうも、八代振興局のほうでは取り組んだ

ばってん、なかなかこれがうまくいかなかっ

たというふうなことで、振興局だけじゃなく

て、やっぱり小中学校とかでもそういう取り

組みができると思うとですね。 

 ぜひ、中心となるやつ、グリーンカーテン

ならグリーンカーテン、ライトダウンならラ

イトダウンというふうな多くの方々が参加さ

れるようなやつを、１つか２つかなんかはぜ

ひ取り組んでいただきたいというふうに思い
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ます。 

 以上です。 

 

○佐藤環境立県推進課長 今の御指摘のとお

り、またストップ温暖化熊本県民運動推進会

議というのを設置しておりますが、これに

は、行政だけでなくて事業者の方、それから

環境団体の方、多くの方が参加をしておられ

ますので、この会議を有効に使いながら、各

施策が広がりを持つように取り組んでまいり

たいと思います。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  (｢なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 なければ、その他に移りま

す。その他として何かありませんか。 

  (｢なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 それでは、続きまして、付

託調査事件の調査の終了についてお諮りしま

す。 

 本委員会は、今回をもって付託調査事件の

調査を終了し、その任務を終了することと

し、会議規則第84条の規定に基づき、その旨

議長に報告することに御異議ありませんか。 

  (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 異議なしと認め、そのよう

にいたします。 

 それでは、閉会に当たりまして、一言御挨

拶を申し上げます。 

 昨年の３月から、２期目の委員長として、

この１年間、内野副委員長とともにやってま

いりましたが、皆さん方の御協力のおかげで

無事に委員会を進行させていただきました。 

 当委員会は、３つの付託調査事件について

審議を行ってまいりましたが、いろんな意見

が出ておりましたけれども、もう本当に活発

な意見もありましたけれども、本当に皆さん

の御協力で無事にこの委員会を終了すること

ができました。本当にありがとうございまし

た。 

 また、昨年は、９月に管外視察、11月に管

内視察、本当に御協力いただきましてありが

とうございます。 

 また、谷﨑部長を初め執行部の皆様方にお

かれましては、付託調査事件に関するそれぞ

れの取り組みについてわかりやすい説明や御

報告をいただき、ありがとうございました。

厚くお礼申し上げます。 

 最後になりましたが、各委員並びに執行部

の皆様方のますますの御健勝、御活躍をお祈

りしまして、簡単ではございますが、閉会に

当たっての挨拶とさせていただきます。 

 引き続き、内野副委員長から御挨拶をお願

いします。 

 

○内野幸喜副委員長 この１年間、森委員

長、そして委員の皆様方には、委員会の進行

の中で御理解と御協力をいただきまして、本

当にありがとうございました。また、執行部

の皆さん方も、丁寧な御説明、答弁等、本当

に御協力をいただきまして、ありがとうござ

いました。 

 この３月で谷﨑部長は退職ということで、

ほかにも退職される方、いらっしゃると思い

ます。ぜひ、この県庁で培った経験を、環境

行政にとどまらず、熊本県の発展のために、

これからも使っていただければ、このほどう

れしいことはありません。 

 今後とも、皆さん方の御活躍を心からお祈

り申し上げまして、この１年間のお礼とさせ

ていただきます。 

 本当にありがとうございました。(拍手) 

 

○森浩二委員長 以上で本日の議題は全て終

了いたしました。 

 それでは、これをもちまして第21回環境対

策特別委員会を閉会します。 

  午前11時55分閉会 
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